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2℃目標へ向けた新たな国際気候変動枠組み

背景・目的
国際社会は世界の平均気温を2℃以下に抑えることを長期目標として合意しているが、その目標を達成する

ことは非常に難しい。本セッションでは、2℃目標の達成に向けた将来の気候変動枠組みについて議論した。

2020年以降の気候変動枠組みに関する現在の交渉では、各国が自らの排出削減・抑制目標（緩和約束）を申し

出るというアプローチが注目を浴びている。しかしながら、各国の申し出に基づく緩和約束と2℃目標に必要

とされる排出削減を結びつけるためには、何らかのメカニズムを構築することが必要となる。また、途上国は

2020年以降の枠組みにおいて、事実上、関与していくことが求められているため、緩和政策だけでなく、適応や

技術的・資金的支援についても検討が必要である。さらには、温室効果ガス排出量に影響を与える他の国際

枠組みと国際気候枠組みとの間のシナジーを構築することも必要不可欠である。
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直近の科学的研究によれば、2℃目標を達成するためには、温室効果ガス排出量を2050年までに現在
の半分のレベルまで削減しなければならない。さらに、2080年までには世界の排出量をマイナスレベル
（ネガティブ・エミッション）まで減少させることが必要である。

気候変動に関する国際交渉では、数多くのトピックと議題について議論が行われている。2℃目標を達
成するためには、「強化された行動のためのダーバン・プラットフォーム特別作業部会（ADP）」で特定さ
れた課題に取り組み、2020年以前及び以降の活動について十分に検討することが求められる。

世界の研究者100人を対象に行ったアンケート調査の結果によれば、排出削減・抑制目標は新たな枠組み
において必要不可欠なものであるが、その目標設定はボトムアップによる手法によって行われるであろう。 

他の国際枠組みとの調整に向けて、一層積極的なアプローチとさらなる法的・制度間の調整を国際的な
レベルで図ることが必要である。
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発表・議論の概要
増井氏は、どのように地球の平均気温の上昇を産業革命以前と比較して2℃以下に抑えるかについて発表

し、その実現のためには、「いつ」、「どのように」緩和行動を開始するのかが重要であると述べた。また、気候

変動に関する政府間パネル（IPCC）の第4次評価報告書が、大気中のGHG濃度が445～490ppmを超える場合

の地球の平均気温上昇を2℃～ 4℃としていることから、2℃目標達成のためには2050年までに現在の温室効

果ガス排出量を半減させる必要があると強調するとともに、2080年までには温室効果ガス排出量をマイナス

（ネガティブ・エミッション）にしなければならないとした。その上で増井氏は、もし全ての国が2050年に一人

当たり温室効果ガス排出量を同一にする場合、日本は、現在の一人当たりCO2排出量10トンCO2-eqから、2トン

CO2-eqにしなければならないとの分析結果を紹介した。最後に増井氏は、温室効果ガス排出削減による全球

気温上昇の抑制には、発展パターンの変更が必要であると述べた。また、（1）高炭素社会からの「リープフロッ

グ型の発展」、（2）約束達成のための野心レベル、（3）グリーン成長、グリーンな発展、（4）技術革新（再生可能

エネルギー及びCO2回収・貯蔵（CCS））等についても考慮する必要があると言及した。

田村氏は、「気候変動の将来枠組みに関する交渉の概要」に関する発表を行い、共有ビジョン、緩和、適応、

技術、資金という2013年以降の気候レジームの基礎となる5つの構成要素を設定したバリ行動計画（2007年、

COP13）以降、国際的な気候レジームがどのように発展してきたかを説明した。2℃目標に向けた国際気候レ

ジームを構築するためには、2020年までの行動と2020年以降のレジームの両方が重要であると指摘した。そ

してその機運を盛り上げるためには、2020年以前の緩和行動は実質的な結果を伴う形で実施されなければな

らず、2020年以降のレジームは、2020年以前に発展してきた制度を踏まえ、設計されるべきであると述べた。

上野氏は、ADPの下で議論されている緩和目標の様々な決定方法に関する発表を行った。各国が掲げる緩

和目標の決定方法として、各国が決定するボトムアップのアプローチと国際的に決定するトップダウンのアプ

ローチのどちらが良いのかについて、各交渉グループのポジションを紹介した後、様々な先進国によって想定

されていると考えられるハイブリッドアプローチに焦点を当てた説明を行った。上野氏によれば、ハイブリッド

アプローチとは、以下のような手順で各国目標を決定するプロセスである。まず、各国は自国の目標の暫定版

を提出し、そのドラフト版の各国目標に関する国際的な協議と評価を実施する。その上で、各国政府が目標を

決定し、透明性を確保した形で実施する。最後に、各国の目標を合計しレビューを実施するという手順である。

亀山氏からは、研究プロジェクト「気候変動の将来枠組みに関する構造と要素：長期目標に関する議論への

影響」の結果とそのインプリケーションに関する発表があった。同研究プロジェクトは、ADPの下で2015年に

どのような将来枠組みが合意可能なのかについて考察することを目的とし、国際的なアンケートを実施した。

アンケートでは、「あなたの国の政府はADPの下でどのような選択をする可能性が高いか」について将来枠組

みに関する様々な質問をしている。アンケートに対し、UNFCCC附属書I国から64人、非附属書I国から34人の

回答があり、その大部分は研究者や国際機関に所属するスタッフであった。回答を分析した結果、いくつかの

長期目標に関するインプリケーションを導き出した。第一に、長期目標は、2020年以降のレジームに関する新

たな合意の中で明確に示されるべきだという点である。第二に、排出削減の目標設定は新たな合意に必要不

可欠の要素だが、各国目標はおそらくボトムアップで決定される。その際、全世界で排出ギャップをチェックし、

そのギャップをどのように埋められるかについて議論するためには、長期目標がまた必要不可欠であるという

点である。第三に、各国政府による目標が2℃目標に達成しない場合、バンカー燃料や森林等のセクターアプ
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ローチ、HFCs等の各種GHGにターゲットを当てるアプローチ、資金や技術移転等の実施手段等が議論される

べきであるという点である。

高村氏は、緩和ポテンシャルを高め排出ギャップを埋めるためには、UNFCCCとその他の国際レジームと

の協調を強化することが重要であると主張した。特に、他の国際レジームの中でも、ハイドロフルオロカーボ

ン類（HFCs）にフォーカスを当てた説明があった。HFCsはオゾン層破壊ガスではないため、オゾン層破壊物質

（ODS）を取り扱うモントリオール議定書では規制されず、むしろODS代替物質として結果的に生産・消費が促

進されてきた。温室効果ガスの一種であるHFCsはUNFCCCに含まれているが、現在のHFCsに関する規定は非

常に弱いと述べた。附属書I国については、京都議定書においてHFCsの削減が規定されているが、非附属書

I国にとっては、UNFCCCで規定されているものの、HFCsに関連するコミットメントは非常に限られている。この

ような状況下、最近中国とアメリカの間で締結されたHFCs対策の協力に関する合意は歓迎される。結論とし

て、HFCsへの対処はカンクン合意の実施、2℃目標、京都議定書における目標と別個にあるものではなく、これ

らに追加的に行われるものであり、より積極的な法律上及び制度上の国際的な調整が求められるとした。

続いてパネルディスカッションが行われ、以下の質問及びコメントが示された。世界の平均気温の上昇を産

業化以前に比べて2℃以内に安定化するとの目標（2℃目標）に決定した理由は何か、また「2℃に安定化する」

とは曖昧な目標に聞こえるが、どのような意味なのかという二つの質問に対し、増井氏は、2℃目標は気候変動

による悪影響の可能性を考慮して決定していると述べた。また、ある時点で2℃を達成したとしても、気候系に

は慣性からその後も気温上昇が続く危険があるため、「2℃への安定化」を目指す目標が必要であるとの説明

があった。

米国は自主的に決定した緩和約束に対する公平性と比較可能性に関する指標の利用をどう考えているのか

との質問に対し、上野氏は、他の国が指標を活用することを反対するものではないようだとの考えを述べた。

GHGの排出量上位20カ国による交渉が効率的ではないかとの質問に対して、田村氏は上位排出20カ国が

世界のGHGの80%を排出しているため、190以上の国で全会一致（コンセンサス）に至る努力をするよりも少

数の国で議論を行う方が効率的かつ効果的であると考えられると回答した。しかし、同時に、小国や後発開発

途上国、アフリカグループなどは気候変動交渉の前進に大きな役割を果たしてきたと共に、気候変動影響を受

けやすい脆弱国であるため、これらの国々を含めた多国間アプローチは重要であると述べた。

亀山氏からは、アンケート調査から、各国は定量的な目標を設定することに前向きであるとの結果が示され

た。国の差異化は、数値目標そのものでなく、目標の前提条件や海外の排出量オフセットクレジットの利用、森

林の吸収源、GDP当たりの目標など、目標の意味するところの差異化が考えられるとの説明があった。

高村氏は、異なる枠組み（条約）間の相乗効果に関する質問に対し、条約により締約国の分類も資金制度も

異なると説明し、条約間の連携のためのルール作りを行うことで、相乗効果の醸成を促進できるのではないか

と提案した。

最後に浜中氏がこれまの議論を総括し、2015年までとその後に向けて気候変動枠組みをどう強化するか、

UNFCCC外の制度との調整をいかに行うか、ガバナンス制度はどうあるべきかなどをさらに議論していく必要

があるとしてセッションを締めくくった。
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